
収益認識に関する会計基準と
公正処理基準

Ⅰ
�
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
第
15
号
が
生
ま
れ
た
背
景

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
第
15
号
「
顧
客
と

の
契
約
か
ら
生
じ
る
収
益
」
が

誕
生
し
た
背
景
に
は
、
い
く
つ

か
の
要
因
が
あ
る
。
ま
ず
、
1

9
9
0
年
ご
ろ
か
ら
、
米
国
エ

ン
ロ
ン
社
に
代
表
さ
れ
る
不
正

な
財
務
報
告
が
次
々
と
明
る
み

に
出
た
。
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
（
ト
レ
ッ

ド
ウ
ェ
イ
委
員
会
組
織
委
員

会
）
の
発
行
し
た
報
告
書
で

も
、
不
正
の
原
因
と
し
て
収
益

認
識
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い

る
。
次
に
、
取
引
形
態
が
、
従

来
の
「
モ
ノ
の
販
売
」
か
ら
、

「
モ
ノ
の
販
売
と
サ
ー
ビ
ス
の

提
供
が
一
体
化
さ
れ
た
複
合
取

引
」
へ
、
あ
ら
ゆ
る
業
種
に
拡

大
し
た
。
そ
の
結
果
、
例
え
ば

機
械
の
販
売
と
3
年
分
の
保
守

サ
ー
ビ
ス
の
一
括
販
売
に
お
い

て
全
額
売
上
と
し
た
場
合
、
保

守
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
収
益

先
行
計
上
と
な
り
利
益
操
作
に

用
い
ら
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
と

し
て
、
収
益
認
識
単
位
の
明
確

化
が
求
め
ら
れ
た
。
さ
ら
に
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
普
及
に
伴

う
販
売
形
態
の
多
様
化
に
よ
る

本
人
取
引
か
代
理
人
取
引
か
の

判
断
、
ポ
イ
ン
ト
の
付
与
や
リ

ベ
ー
ト
・
値
引
の
拡
大
と
い
っ

た
変
動
対
価
へ
の
対
応
等
の
必

要
性
が
増
し
た
。
加
え
て
、
米

国
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
（
財
務
会
計
基
準

審
議
会
）
で
は
1
0
0
以
上
も

の
業
種
別
収
益
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

を
廃
止
し
、
時
代
に
相
応
し
た

会
計
基
準
を
開
発
し
た
い
と
い

う
事
情
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
（
国
際
会

計
基
準
委
員
会
）
で
は
収
益
に

関
す
る
基
準
が
Ｉ
Ａ
Ｓ
第
18
号

（
収
益
）
第
11
号
（
工
事
契

約
）
の
み
で
あ
り
、
実
際
は
各

国
の
収
益
認
識
会
計
基
準
に
頼

ら
ざ
る
を
得
な
い
事
情
が
そ
れ

ぞ
れ
生
じ
て
い
た
。
両
者
は
同

一
の
会
計
基
準
を
共
同
で
作
成

し
、
平
成
26
年
5
月
に
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
第
15
号
、
米
国
Ｔ
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｃ

6
0
6
号
が
同
時
公
表
さ
れ

た
。従

来
の
実
現
主
義
に
お
け
る

実
現
と
は
、
出
荷
か
ら
使
用
収

益
ま
で
の
ど
の
段
階
を
指
す
の

か
が
曖
昧
で
あ
り
、
経
営
者
の

判
断
が
収
益
認
識
に
介
入
す
る

こ
と
で
会
計
操
作
が
行
わ
れ
る

と
い
う
批
判
が
あ
る
。
そ
こ

で
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
第
15
号
は
、
収

益
の
認
識
と
測
定
に
さ
ら
な
る

客
観
性
と
検
証
可
能
性
を
持
た

せ
る
た
め
に
、
法
律
概
念
に
基

づ
き
5
つ
の
ス
テ
ッ
プ
で
構
成

さ
れ
る
支
配
の
移
転
の
枠
組
み

を
構
築
し
、
そ
の
枠
組
の
な
か

で
す
べ
て
の
販
売
取
引
の
会
計

処
理
を
要
求
し
た
。

一
方
、
こ
れ
ま
で
の
日
本
に

お
け
る
収
益
認
識
基
準
は
、
企

業
会
計
原
則
、
工
事
契
約
に
関

す
る
会
計
基
準
、
研
究
開
発
費

等
に
係
る
会
計
基
準
の
設
定
に

関
す
る
意
見
書
で
触
れ
ら
れ
て

い
る
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。

こ
の
よ
う
な
国
内
外
の
状
況

の
中
、
日
本
に
お
い
て
も
会
計

基
準
の
体
系
を
整
備
し
、
企
業

間
の
財
務
諸
表
の
比
較
可
能
性

を
向
上
さ
せ
、
開
示
情
報
を
よ

り
充
実
さ
せ
る
と
い
っ
た
意
義

の
も
と
に
、
収
益
認
識
に
関
す

る
包
括
的
な
会
計
基
準
を
定
め

る
こ
と
と
し
た
も
の
で
あ
る
。

Ⅱ
�
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
の
基
本
的
内

容

1
�
基
本
方
針

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
第
15
号
の
定
め
を

基
本
的
に
す
べ
て
取
り
入
れ
、

国
際
的
な
比
較
可
能
性
を
大
き

く
損
な
わ
せ
な
い
範
囲
で
代
替

的
な
取
り
扱
い
を
追
加
す
る
と

と
も
に
、
連
結
・
個
別
同
一
の

会
計
処
理
と
し
た
。

2
�
適
用
範
囲

顧
客
と
の
契
約
か
ら
生
じ
る

収
益
に
関
す
る
会
計
処
理
及
び

開
示
に
適
用
す
る
。
販
売
、
役

務
の
提
供
、
企
業
資
産
の
第
三

者
に
よ
る
利
用
に
適
用
し
、
持

分
参
加
者
か
ら
の
拠
出
は
除

く
。
企
業
会
計
原
則
に
優
先
し

て
適
用
さ
れ
る
が
、
金
融
商
品

取
引
や
リ
ー
ス
取
引
等
は
対
象

外
と
な
る
。

3
�
収
益
認
識
の
た
め
の
5
つ

の
ス
テ
ッ
プ

複
合
取
引
や
変
動
対
価
に
対

し
適
正
な
会
計
処
理
を
行
う
た

め
に
、
契
約
内
容
（
当
事
者
の

権
利
義
務
）
の
明
確
化
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。
ス
テ
ッ
プ
1
で

契
約
の
識
別
に
5
つ
の
要
件
を

定
め
、
ス
テ
ッ
プ
2
で
法
律
上

の
履
行
義
務
を
収
益
認
識
単
位

と
す
る
。
ス
テ
ッ
プ
3
で
取
引

価
格
を
算
定
す
る
が
、
値
引
き

・
割
引
・
リ
ベ
ー
ト
等
に
つ
い

て
は
返
金
負
債
と
し
て
処
理

し
、
代
理
人
と
し
て
の
取
引
の

場
合
に
は
純
額
で
会
計
処
理
を

行
う
。
ス
テ
ッ
プ
4
で
、
財
又

は
サ
ー
ビ
ス
の
独
立
販
売
価
格

の
比
率
に
基
づ
き
識
別
し
た
履

行
義
務
に
取
引
価
格
を
配
分

し
、
ス
テ
ッ
プ
5
で
履
行
義
務

が
充
足
さ
れ
た
と
き
ま
た
は
充

足
す
る
に
つ
れ
て
収
益
を
認
識

す
る
こ
と
と
な
る
。

4
�
重
要
性
等
に
関
す
る
代
替

的
な
取
扱
い

重
要
性
が
乏
し
い
場
合
の
取

り
扱
い
と
し
て
、
出
荷
基
準
や

契
約
変
更
、
履
行
義
務
の
識
別

等
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
割

賦
販
売
に
お
け
る
割
賦
基
準
に

基
づ
く
収
益
計
上
、
顧
客
に
付

与
す
る
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
の

引
当
金
処
理
、
返
品
調
整
引
当

金
の
計
上
等
に
つ
い
て
は
認
め

ら
れ
な
い
。

Ⅲ
�
中
小
企
業
会
計
基
準
の
対
応

収
益
認
識
会
計
基
準
は
、
す

べ
て
の
法
人
に
対
し
強
制
適
用

さ
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
中
小

企
業
に
お
い
て
は
「
中
小
企
業

の
会
計
に
関
す
る
指
針
」
又
は

「
中
小
企
業
の
会
計
に
関
す
る

基
本
要
領
」
が
用
い
ら
れ
る

（
た
だ
し
、
企
業
会
計
基
準
を

適
用
す
る
こ
と
は
妨
げ
ら
れ
な

い
）。「中

小
企
業
の
会
計
に
関
す

る
指
針
」
は
、
こ
れ
ま
で
金
融

商
品
、
リ
ー
ス
取
引
等
、
我
が

国
の
会
計
基
準
の
変
更
に
対
応

し
て
き
た
。
と
な
れ
ば
、
返
品

調
整
引
当
金
、
割
賦
販
売
に
つ

い
て
は
、
法
人
税
法
に
お
い
て

も
改
正
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら

削
除
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

「
中
小
企
業
の
会
計
に
関
す

る
基
本
要
領
」
で
は
、
収
益
費

用
の
総
額
計
上
に
触
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
変
動
対
価
の
取
扱

い
や
代
理
人
取
引
に
か
か
る
収

益
計
上
を
反
映
さ
せ
る
可
能
性

が
あ
る
。
ま
た
、
法
人
税
法
の

改
正
に
伴
い
、
14
頁
の
返
品
調

整
引
当
金
の
文
言
は
削
除
さ
れ

る
か
も
し
れ
な
い
。

Ⅳ
�
公
正
処
理
基
準

法
人
税
法
22
条
4
項
は
、
法

人
の
各
事
業
年
度
の
所
得
の
計

算
が
原
則
と
し
て
企
業
会
計
に

準
拠
し
て
行
わ
れ
る
べ
き
こ
と

を
定
め
た
規
定
で
あ
り
、
一
般

社
会
通
念
に
照
ら
し
て
公
正
で

妥
当
で
あ
る
と
評
価
さ
れ
う
る

会
計
処
理
の
基
準
を
意
味
す

る
。
そ
の
中
心
を
な
す
の
は
、

企
業
会
計
原
則
、
中
小
企
業
の

会
計
に
関
す
る
指
針
、
会
社
法

及
び
金
融
商
品
取
引
法
の
計
算

規
定
で
あ
る
が
、
確
立
し
た
会

計
慣
行
を
広
く
含
む
と
解
さ
れ

て
い
る
。

新
設
さ
れ
た
法
人
税
法
22
条

の
2
第
1
項
の
条
文
中
、
別
段

の
定
め
か
ら
同
法
22
条
4
項
を

除
く
、と
さ
れ
て
い
る
趣
旨
は
、

収
益
認
識
会
計
基
準
の
強
制
適

用
外
で
あ
る
中
小
企
業
が
企
業

会
計
原
則
に
則
っ
た
会
計
処
理

を
行
う
場
合
に
、
同
法
22
条
の

2
と
同
法
22
条
4
項
が
抵
触
す

る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

同
法
22
条
の
2
が
同
法
22
条
4

項
に
優
先
す
る
こ
と
を
明
確
に

し
た
も
の
で
あ
る
。

さ
て
、
収
益
認
識
会
計
基
準

は
、
公
正
処
理
基
準
と
認
め
ら

れ
る
で
あ
ろ
う
か
。「
何
が
公

正
妥
当
な
会
計
処
理
の
基
準
で

あ
る
か
を
判
定
す
る
の
は
、
国

税
庁
や
国
税
不
服
審
判
所
の
任

務
で
あ
り
、
最
終
的
に
は
裁
判

所
の
任
務
で
あ
る
」（
金
子
宏

『
租
税
法﹇
第
22
版
﹈』
弘
文
堂

（
2
0
1
8
年
）
3
3
3
頁
）

が
、
以
下
で
公
正
処
理
基
準
と

認
め
ら
れ
る
要
件
お
よ
び
収
益

認
識
に
関
す
る
判
決
に
つ
き
、

若
干
の
検
討
を
加
え
る
こ
と
と

す
る
。

1
�
最
高
裁
平
成
5
年
11
月
25

日
判
決
民
集
47
巻
9
号
5
2

7
8
頁
（
大
竹
貿
易
株
式
会

社
事
件
）

最
高
裁
は
「
法
人
税
法
22
条

（
各
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額

の
計
算
）
4
項
は
、
現
に
法
人

の
し
た
利
益
計
算
が
法
人
税
法

の
企
図
す
る
公
正
な
所
得
計
算

と
い
う
要
請
に
反
す
る
も
の
で

な
い
限
り
、
課
税
所
得
の
計
算

上
も
こ
れ
を
是
認
す
る
の
が
相

当
で
あ
る
と
の
見
地
か
ら
、
収

益
を
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め

ら
れ
る
会
計
処
理
の
基
準
に
従

っ
て
計
上
す
べ
き
も
の
と
定
め

た
も
の
と
解
さ
れ
る
」
と
判
示

し
た
。こ
れ
に
よ
れ
ば
、今
回
、

法
人
税
基
本
通
達
で
、
確
認
的

規
定
が
多
数
盛
り
込
ま
れ
た
こ

と
を
考
え
る
と
、
収
益
認
識
会

計
基
準
は
、原
則
、「
法
人
税
法

の
企
図
す
る
公
正
な
所
得
計
算
」

を
満
た
す
と
考
え
ら
れ
る
。

2
�
福
岡
地
裁
平
成
11
年
12
月

21
日
判
決
税
資
2
4
5
号
9

9
1
頁

裁
判
所
は
、
原
告
が
採
用
し

た
「
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
会
計

基
準
」
は
、
係
争
事
業
年
度
の

最
終
日
に
至
っ
て
も
、
公
表
後

未
だ
三
年
足
ら
ず
の
期
間
し
か

経
過
し
て
お
ら
ず
、
同
基
準
は

会
計
慣
行
と
し
て
確
立
す
る
に

至
っ
て
い
た
と
ま
で
は
い
え
な

い
と
判
示
し
、
企
業
会
計
審
議

会
が
公
表
し
た
会
計
基
準
で
あ

っ
て
も
、
そ
れ
が
会
計
慣
行
と

し
て
確
立
さ
れ
る
ま
で
に
は
数

年
を
要
す
る
と
い
う
と
こ
ろ
に

着
目
し
た
。
私
見
で
は
、
Ａ
Ｓ

Ｂ
Ｊ（
企
業
会
計
基
準
委
員
会
）

が
公
表
す
る
会
計
基
準
に
つ
い

て
は
、
ド
ラ
フ
ト
を
公
表
し
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
募
集

し
た
後
に
完
成
版
を
公
表
す
る

プ
ロ
セ
ス
に
よ
り
、
周
知
す
る

時
間
は
十
分
に
あ
り
、
公
表
に

よ
り
公
正
処
理
基
準
と
し
て
認

め
ら
れ
る
と
考
え
て
い
る
。

3
�
東
京
地
裁
平
成
27
年
2
月

5
日
判
決
税
資
2
6
5－

17

号
（
順
号
1
2
6
0
0
）

原
告
の
会
計
処
理
の
根
拠
と

な
っ
た
Ｉ
Ａ
Ｓ
第
18
号
14
項（
収

益
認
識
基
準
）
が
公
正
処
理
基

準
で
あ
る
か
が
争
わ
れ
た
裁
判

で
あ
る
。
本
判
決
は
、
原
告
が

主
張
す
る
Ｉ
Ａ
Ｓ
収
益
認
識
基

準
へ
の
該
当
性
に
つ
き
、
裁
判

所
が
、
同
項
に
掲
げ
る
5
つ
の

収
益
認
識
条
件
に
本
件
取
引
を

当
て
は
め
た
上
で
、
そ
れ
ら
の

条
件
を
満
た
さ
な
い
と
い
う
結

論
を
出
し
て
い
る
。
従
っ
て
、

同
項
が
公
正
処
理
基
準
に
該
当

す
る
か
ど
う
か
の
判
断
は
な
さ

れ
て
い
な
い
も
の
の
、
裁
判
所

が
、
同
項
の
収
益
認
識
条
件
を

認
め
て
い
る
こ
と
は
興
味
深
い
。

4
�
名
古
屋
地
裁
平
成
13
年
7

月
16
日
判
決
訟
月
48
巻
9
号

2
3
2
2
頁

裁
判
所
は
、
プ
リ
ペ
イ
ド
カ

ー
ド
の
発
行
に
際
し
て
受
け
取

っ
た
対
価
を
預
り
金
と
し
て
処

理
し
、
カ
ー
ド
の
所
有
者
が
実

際
に
商
品
と
引
き
換
え
た
時
点

で
収
益
に
計
上
す
る
方
法
は
、

引
換
え
未
了
部
分
に
係
る
発
行

代
金
相
当
額
が
永
久
に
預
り
金

と
し
て
処
理
さ
れ
続
け
る
こ
と

か
ら
課
税
が
な
さ
れ
な
い
と
い

う
弊
害
が
あ
る
た
め
、
公
正
処

理
基
準
と
は
認
め
ら
れ
な
い
と

し
た
。
一
方
で
、
商
品
引
換
券

等
に
か
か
る
基
本
通
達
（
2－

1－

39
）
に
つ
い
て
は
、
新
設

さ
れ
て
か
ら
20
年
近
く
経
過
し

て
お
り
社
会
に
広
く
定
着
し
て

い
る
と
し
て
公
正
処
理
基
準
と

認
め
た
も
の
で
あ
る
。

5
�
東
京
地
裁
平
成
22
年
4
月

28
日
判
決
税
資
2
6
0
号－

75有
料
老
人
ホ
ー
ム
を
運
営
す

る
原
告
は
、
入
居
契
約
に
基
づ

き
受
領
し
た
入
居
一
時
金
の
う

ち
、
返
済
保
証
金
相
当
額
等
以

外
は
、
入
居
者
の
平
均
居
住
年

数
、
平
均
余
命
等
を
勘
案
し
て

想
定
入
居
期
間
内
の
各
事
業
年

度
に
按
分
し
た
価
格
と
し
て
計

上
さ
れ
る
べ
き
と
主
張
し
た

が
、
裁
判
所
は
、
入
居
金
は
賃

貸
借
契
約
に
お
け
る
返
還
を
要

し
な
い
保
証
金
等
に
類
す
る
と

し
て
、
返
還
を
要
し
な
い
こ
と

と
な
っ
た
日
の
属
す
る
事
業
年

度
の
益
金
に
算
入
さ
れ
る
と
判

示
し
た
。
そ
の
後
、
老
人
ホ
ー

ム
の
入
居
一
時
金
等
の
ト
ラ
ブ

ル
を
踏
ま
え
た
老
人
福
祉
法
の

改
正
に
よ
り
、
入
居
一
時
金
は

家
賃
や
サ
ー
ビ
ス
対
価
の
前
払

い
と
し
て
の
も
の
に
限
定
さ
れ

た
。
収
益
認
識
会
計
基
準
の
適

用
及
び
基
本
通
達
2－

1－

40

の
2
に
よ
り
、
特
定
期
間
の
経

過
に
応
じ
た
益
金
算
入
が
認
め

ら
れ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
わ

れ
る
。
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